
特別法人事業税及び特別法人事業譲与税の概要

＜特別法人事業税及び特別法人事業譲与税の仕組み＞
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譲与基準：「人口」
（不交付団体に対する譲与制限あり※）

※ 交付団体における地方交付税による財政調整と

の連続性や均衡も考慮しつつ、留保財源相当（当

初算出額の25％）を保障し、残余の75％を譲与し

ない（財源超過額を上限）。

特別法人事業譲与税

○ 地域間の財政力格差の拡大、経済社会構造の変化等を踏まえ、県内総生産の分布状況と比較して
大都市に税収が集中する構造的な課題に対処し、都市と地方が支え合い、共に持続可能な形で発展するため、
特別法人事業税及び特別法人事業譲与税を創設。（令和２年度から譲与開始。）

＜その他関連する事項＞

○ 都道府県の財政運営に支障が生じないよう、偏在是正措置により減収が生じる場合に、地方債の発行を可能とする措置あり。

○ 経済社会情勢の変化に対応できるよう、法の施行後における検討に係る規定あり。

○ 令和２年２月以降に都道府県から国に払い込まれた地方法人特別税の収入額を、特別法人事業税の収入額とみなす等の所要の措置あり。

※ 偏在是正措置により生じる財源は、地方創生を推進するための基盤ともなる「地域社会の持続可能性」を確保するため、地方財政計画に

地域社会の維持・再生に取り組むための歳出項目として「地域社会再生事業費」（4,200億円）として計上。

課 税 標 準 ：法人事業税（所得割・収入割）
の税額（標準税率分）

主な税率区分：外形法人 → 税額の260％
非外形法人 → 税額の37％
収入割法人 → 税額の30％

改 正 後 の：
法人事業税率

外形法人 → １％
非外形法人 → ７％
収入割法人 → １％

（H30地方財政計画ベース）
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